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知的財産戦略推進事務局

技術 ➡ 特許 ➡ 新製品 ➡ 市場に普及 ➡ 利益

社会のイノベーションの実現

20世紀＝需要量＞供給量 の時代
➡ 市場の獲得・維持
➡ 継続的利益
➡ 技術に再投資

供給サイドが リニアな市場をリード＝核となる知財を押さえて
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データ

社会環境・産業構造のパラダイムシフト
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内閣府
知的財産戦略推進事務局知的創造と知的財産を取り巻く環境

人工知能に代表される技術革新1

モノ以外の豊かさによる価値の創出2

ビジネスモデルが競争力の源泉に4

社会や産業の構造が
大きく変化しようとしている

3

価値観が多様化し社会が複雑化3



内閣府
知的財産戦略推進事務局これから求められる能力の例

人間にしかできない発想をする力1

共感や体験を伝えたり提供したりする力2

価値創造の仕組みをデザインする力4

子どもたちが既に持っていたり、
潜在的に持っていたりするものではないか

大人（先生）が
引き出す！

4

複数の解を求めたり認めたりする力3



内閣府
知的財産戦略推進事務局知財創造教育の内容

 国が知財創造教育の必要性等を示すとともに、各地域
で知財創造教育を実施するための枠組み作りを支援

 各地域では、その枠組みも活用して地域社会と連携し
つつ現場の先生が工夫して知財創造教育を実施
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新しい創造をする
（「いいな」を思い描き実現する）

創造されたものを尊重する
（他人との違いを認め尊重する）

社会
を豊
かに

理解
させ
育む

楽しみ
ながら



内閣府
知的財産戦略推進事務局

学習指導要領において育成を目指す資質・能力

■ 育成を目指す資質・能力

「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申）」（平成２８年１２月２１日中央教育審議会）より

■ 知財創造教育に関連する記載 （中学校新学習指導要領の「内容」及び「内容の取扱い」から例示）

知識・技能 （国語）引用の仕方や出典の示し方について理解を深め、それらを使う
（技術）著作権を含めた知的財産権、・・・（略）・・・が重要であることについても扱う

思考力・判断
力・表現力等 すべての教科等の「内容」の思考力、判断力、表現力等が該当

学びに向かう
力・人間性

（道徳）法やきまりの意義を・・・（略）・・・進んで守るとともに、そのよりよい在り
方について考え，自他の権利を大切にし、義務を果たして，規律ある安定した
社会の実現に努める 6



内閣府
知的財産戦略推進事務局
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新しい創造をする
（ 「いいな」を思い描き実現する）

創造されたものを尊重する
（他人との違いを認め尊重する）

知的財産の決まりを知る

新しい創造をするための思考力、
判断力、表現力等を育成する

• 新しいものを創造しようとする
態度を育成する

• 創造されたものを尊重する態
度を育成する

知財創造教育

生きて働く知識・技能の習得

未知の状況にも対応できる思考
力・判断力・表現力等の育成

学びを人生や社会に生かそうと
する学びに向かう力・人間性の
涵養

学習指導要領において

育成を目指す資質・能力
の三つの柱

●学習指導要領の各教科等において指導するものであり、
新たな指導内容を追加的に導入するものではない。

（※ より発展的な内容を扱うことを妨げるものではない）

●各教科等の目標を達成するために、知財創造教育を活用できる。

「学習指導要領」と「知財創造教育」の関係

三つの柱に対応



内閣府
知的財産戦略推進事務局

全ての教科等で創造性の育成を目指しています
学習指導要領では全ての教科等において創造性の涵養が求められており、

創造性の育成を目指す「知財創造教育」は全ての教科等を通じて行えます。

創 造 性

社 会 算 数
数 学

理 科 生 活 音 楽
図画工作
美術

家庭
技術・家庭

体育
保健体育

外国語活動
外国語

特別の教科
道徳

総合的な
学習の時間

学習指導要領の各教科等

国 語
特別活動

創造性の涵養は教科横断的な学び
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内閣府
知的財産戦略推進事務局思考を深める教育の実践による効果

児童・生徒に対して、様々な考えを引き出したり、思考を深めたりするような発
問や指導を行ったと回答した小中学校の方が、全国学力・学習状況調査の「Ｂ
問題（知識の活用力を問うもの）」の平均正答率が高い傾向がみられた。なお、
「Ａ問題（知識を問うもの）」にも同様の傾向が見られた。

国立教育政策研究所ホームページに掲載の「平成29年度全国学力・学習状況調査の結果（概要）」第6ページから引用
（http://www.nier.go.jp/17chousakekkahoukoku/index.html） 9

「Ａ問題」：基礎的・基本的な知識・技能が身に付いているかどうかをみる問題
「Ｂ問題」：基礎的・基本的な知識・技能を活用することができるかどうかをみる問題



内閣府
知的財産戦略推進事務局知財創造教育の推進体制・今後の展望

2017/04 2018/04 2019/04 2020/04 2021/04

「知財創造教育」の
体系化

「地域コンソーシアム」の
支援

プログラム（題材）の
収集・作成

知財創造教育推進コンソーシアム （2017年1月設立）

○教育関連団体（教育委員会連合会、校長会 等）
○民間団体（経団連、日本知的財産協会、日本弁理士会 等）
○報道機関 ○関係府省 ○関係独立行政法人

松山政司 知的財産戦略担当大臣
出口利定 日本教育大学協会 会長
近藤史朗 経団連知的財産委員会 委員長

共同会長

検討スケジュール
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知的財産戦略推進事務局コンソーシアムでのこれまでの検討状況

検
討
の
方
向
性
の

指
示

検
討
結
果
の
報
告

推進委員会
第１回（平成29年1月27日）

第１回（平成29年1月27日）

第２回（平成29年7月10日）

小学校WG

中学校WG

• 小中高等学校及び高等専門学校と地域社会との効果的な連携・協働を図
ることを目的として、本コンソーシアムを設置し、「知財創造教育」を
推進していくことを決定した。

• 推進委員会の指示を受け「知財創造教育」を推進していくことを決定し
た。具体的には「知財創造教育の体系化」「教育プログラムの収集・作
成」「地域コンソーシアムの支援」について検討することを決定した。

• 学校関係者の委員の中から小学校ＷＧ・中学校ＷＧを先行して立ち上げ、
新学習指導要領に基づいて「知財創造教育」の体系化を図ることを決定
した。

• 「知財創造教育の必要性」については、引き続き各ＷＧにおいて検討を
進めることとした。
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※各WGは、第2回検

討委員会で設置が決
まり、第3回検討委員
会までに2～3回程度
開催

検討委員会

第２回（平成30年2月15日）［予定］
• 第３回検討委員会で承認された体系化等について報告予定。

第３回（平成30年1月19日）
• 小学校ＷＧ・中学校ＷＧで検討してきた「知財創造教育」の体系化につ
いて審議・決定し、推進委員会に報告することを了承した。



内閣府
知的財産戦略推進事務局知財創造教育の体系化の必要性

12（※）現在、「知財創造教育」の体系化に向けた検討を行っており、変更される場合があります。

学校教育現場の先生、支援者双方が、知財創造教育の全体像を共有し、外部リ
ソースを活用した知財創造教育を実現可能とするために、「知財創造教育の必要
性」「知財創造教育の内容」「知財創造教育と新学習指導要領の対応表」を作成

●教育の専門家である学校教育現場の先生と、知財の専門知識を持つ支援者が、
知財創造教育の中身について共通の認識を持つ必要がある。

（小・中・高・高専）

学校教育現場
（地域の人々・企業・団体・ＮＰＯ等）

支援者
・「知財創造教育」の必要性
・「知財創造教育」の内容

新学習指導要領

支援者等作成した教材等と新学習
指導要領に記載の指導事項との関
係を把握でき、授業の中で教材等
を活用しやすくなる

どのような教材等を準備・作成すれ
ば、学校教育現場に受け入れられ
やすくなるのかについて理解できる
ようになる

・ 「知財創造教育」と「新学
習指導要領」の対応表

体系化



内閣府
知的財産戦略推進事務局体系化（必要性・内容） ［小・中学校］
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内閣府
知的財産戦略推進事務局

「知財創造教育」の三つの柱 「知財創造教育」における学習内容 教材（例示）

（1）知的財産のきまりを知る

（学習指導要領の「知識及び技能」に相当）

（国語）引用の仕方や出典の示し方について・・・
（社会）人間の尊重についての考え方を、・・・
（音楽）必要に応じて，音楽に関する知的財産権・・・
（美術）必要に応じて、美術に関する知的財産権・・・
（技術・家庭）著作権を含めた知的財産権・・・

　 　　　　Ａ
 　　　　　Ｂ
 　　　　　Ｃ

（2）新しい創造をするための思考力、
　　 判断力、表現力等を育成する

（学習指導要領の「思考力、判断力、表現力等」に相当）

【学習指導要領の指導事項全てが該当】
　　　　　 Ｄ
　　　　 　Ｅ
　　　 　　Ｆ

（3-1）新しいものを創造しようとする
        態度を育成する
（3-2）創造されたものを尊重する態度
        を育成する

（学習指導要領の「学びに向かう力、人間性等」に相当）

（音楽）自己や他者の著作物及びそれらの著作者の創
造性を尊重する態度・・・
（美術）自己や他者の作品などに表れている創造性を
尊重する態度・・・
（技術）知的財産を創造，保護及び活用しようとする態
度・・・
（道徳）法やきまりの意義を理解し・・・

　　　 　　Ｇ
　　 　　　Ｈ
　 　　　　 Ｉ

○「知財創造教育」の目標○
＜小学校＞
創造されたものによって社会が豊かになっていることに気付くことにより、創造されたものを尊重することの意義について理解を深め、楽しみながら自ら創造して
いこうとする態度を育成する。
＜中学校＞
自分たちの社会が様々な知的財産により豊かになっていることに気付くとともに、それらがどのように継承もしくは普及されてきたのかを知ることにより、知的財
産を保護したり活用したりする意義について理解を深め、自ら創造していこうとする態度を育成する。

体系化（対応表） ［小・中学校］
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既存教材を例示列挙
（左側の指導事項と対応付け）

「学習指導要領」から
該当事項を抜粋

「学習指導要領」の指
導事項全てが該当

「学習指導要領」から
該当事項を抜粋

「知財創造教育の三つの柱」を

「学習指導要領」において育成を目指す
資質・能力の三つの柱と対応付け
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知的財産戦略推進事務局

「知財創造教育」の三つの柱 「知財創造教育」における学習内容 教材（例示）

（1）知的財産のきまりを知る

（学習指導要領の「知識及び技能」に相当）

（国語）引用の仕方や出典の示し方について・・・
（社会）人間の尊重についての考え方を、・・・
（音楽）必要に応じて，音楽に関する知的財産権・・・
（美術）必要に応じて、美術に関する知的財産権・・・
（技術・家庭）著作権を含めた知的財産権・・・

　 　　　　Ａ
 　　　　　Ｂ
 　　　　　Ｃ

（2）新しい創造をするための思考力、
　　 判断力、表現力等を育成する

（学習指導要領の「思考力、判断力、表現力等」に相当）

【学習指導要領の指導事項全てが該当】
　　　　　 Ｄ
　　　　 　Ｅ
　　　 　　Ｆ

（3-1）新しいものを創造しようとする
        態度を育成する
（3-2）創造されたものを尊重する態度
        を育成する

（学習指導要領の「学びに向かう力、人間性等」に相当）

（音楽）自己や他者の著作物及びそれらの著作者の創
造性を尊重する態度・・・
（美術）自己や他者の作品などに表れている創造性を
尊重する態度・・・
（技術）知的財産を創造，保護及び活用しようとする態
度・・・
（道徳）法やきまりの意義を理解し・・・

　　　 　　Ｇ
　　 　　　Ｈ
　 　　　　 Ｉ

○「知財創造教育」の目標○
＜小学校＞
創造されたものによって社会が豊かになっていることに気付くことにより、創造されたものを尊重することの意義について理解を深め、楽しみながら自ら創造して
いこうとする態度を育成する。
＜中学校＞
自分たちの社会が様々な知的財産により豊かになっていることに気付くとともに、それらがどのように継承もしくは普及されてきたのかを知ることにより、知的財
産を保護したり活用したりする意義について理解を深め、自ら創造していこうとする態度を育成する。

教材の活用に向けた対応表との紐づけ
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「知財創造教育と学習指導要領の対応表」 既存の教材等

委員１

委員２

委員３

技術

道徳

国語

教育現場の先生が知財創造教育を実践する際に使う
ことのできる教材等を容易に見つけられるようになる。

指導書

指導書

指導書教材

教材

教材

紐づけ

検索システム化



内閣府
知的財産戦略推進事務局地域コンソーシアムの構成イメージ

大学・
高専 自治体 弁理士・

弁護士等 企業等

小・中・高
（高専）

教育コンテンツ
提供 出張授業

プログラム
開発

教育効果の
フィードバック

出張授業・工場見学
等の申し入れ

マッチング機関

（知財創造教育コンソーシアム検討委員会（第１回）資料２から抜粋）
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内閣府
知的財産戦略推進事務局地域コンソーシアム設立に向けた調査

今年度調査の目的

地域バランスも考慮した以下の４地域でコンソーシア
ムの立ち上げをパイロット的に行い、他地域でのコン
ソーシアム立ち上げに向けた課題等を収集

４地域：北海道、愛知、大阪、福岡

今年度調査の内容

 ４地域における知財創造教育の実践事例の収集及びヒアリン
グによる現状の把握と課題等の整理

 各地域で１０名以上の委員からなる「地域コンソーシアム」
を構築・運用（教育現場と地域社会とのマッチング、教育プ
ログラム等の検討）

 教育プログラム等に基づき、各地域内の学校等において児
童・生徒向けに実証を実施
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内閣府
知的財産戦略推進事務局今後取り組みが必要な事項

「知財創造教育」に関するプログラムの収集・作成

高等学校における「知財創造教育」の体系化の推進

体系化された小中学校の「知財創造教育」を小中学校で推進

地域コンソーシアムの設立に向けた準備

■体系化された小中学校の「知財創造教育」を周知・啓発する。
■知財創造教育の実証授業を推進し、成功事例を共有する。

■ 2018年3月に改訂される予定の学習指導要領を受け、高等学校における「知
財創造教育」の体系化を推進する。

■推進委員会（2018年2月開催予定）の承認を経て、検討委員会（第４回）にて
審議いただいたのち、以下の事項を行う。

（１） 各委員（団体）が所有する既存教材をリストアップする。
（２） 小中学校の指導事項に対応付けられる教材については対応付ける。

■パイロット的に立ち上げたコンソーシアムから課題等を収集する。
■パイロット的なコンソーシアムの地域を４地域からさらに拡大する。
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